
 

  

【中央省庁再編後】

～12.4.81H回1第～11.5.31H回1第
H19.1　　弁理士制度小委員会報告書
　　　　　「弁理士制度の見直しの方向性について」

～61.01.41H回1第～81.9.41H回1第
　書告報ＧＷ為行療医　　6.51Hめとまり取間中会員委小度制許特　1.51H

　　　　　「最適な特許審査に向けた特許制度の在り方について」 　　　　　「医療関連行為に関する特許法上の取扱いについて」
H15.12　特許制度小委員会報告書
　　　　　「職務発明制度の在り方について」
H18.2　  特許制度小委員会報告書　

～1.7.51H回1第」ていつに方り在の度制許特「　　　　　
H16.1　　実用新案制度ＷＧ報告書　
　　　　　「実用新案制度の魅力向上に向けて」

第1回H15.9.2～
H16.1　　特許戦略計画関連問題ＷＧ中間取りまとめ　
　　　　　「世界最高レベルの迅速・的確な特許審査の実現に向けて」
H16.10　特許戦略計画関連問題ＷＧ報告書　
　　　　　「補正制度及び分割出願制度の見直しの方向について」
H16.11　特許戦略計画関連問題ＷＧ報告書
　　　　　「特許発明の円滑な使用に係る諸問題について」

第1回H19.7.26～
H19.12　通常実施権等登録制度WG報告書　
　　　　　「特許権等の活用を促進するための通常実施権等の登録制度の見直しについて」

第1回H20.10.30～
H21.9　特許権の存続期間の延長制度検討WG中間取りまとめ

第1回H20.11.5～

～92.7.02H回1第～51.9.61H回1第
H18.2　　意匠制度小委員会報告書　
　　　　　「意匠制度の在り方について」

～82.7.02H回1第～62.6.51H回1第
書告報GW討検るす関に標商のプイタいし新　01.12H書告報会員委小度制標商　　2.71H

　　　　　「地域ブランドの商標法における保護の在り方について」
H18.2　　商標制度小委員会報告書　
　　　　　「商標制度の在り方について」

第1回H13.5.25～
H13.12　 法制小委員会報告書
　　　　　「ネットワーク化に対応した特許法・商標法等の在り方について」

第1回H14.5.28～
H15.2　　紛争処理小委員会報告書
　　　　　「産業財産権をめぐる紛争の迅速かつ合理的な解決に向けて」

第1回S50.10.27～

～52.6.91H回1第～02.2.31H回1第～02.2.31H回1第

第1回H14.11.8～

～4.8.02H回1第～02.2.31H回1第

第1回H13.7.27～

第1回H15.2.17～

第1回H15.5.13～

第1回H16.10.6～

懲戒部会

第1回H.13.2.20～

弁理士審査分科会

発明実施部会

試験制度部会

試験部会

特定侵害訴訟代理業務試験制度部会

特定侵害訴訟代理業務試験部会

工業所有権審議会

特許戦略計画関連問題ＷＧ

産業構造審議会 知的財産政策部会 弁理士制度小委員会

医療行為ＷＧ特許制度小委員会

実用新案制度ＷＧ

特許権の存続期間の延長制度検討WG

新しいタイプの商標に関する検討ＷＧ

通常実施権等登録制度WG

紛争処理小委員会

法制小委員会

審査基準専門委員会

意匠審査基準ＷＧ意匠制度小委員会

商標制度小委員会

試験制度検討小委員会

特定侵害訴訟代理業務試験準備小委員会

短答式筆記試験一部科目免除資格認定小委員会

選択科目免除認定小委員会

（資料）特許庁作成 
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1993年6月 従来の産業別審査基準を廃止し、「特許・実用新案 審査基準」に統合

1993年11月 1993年改正法の運用に関し、以下の運用指針等を公表

「審査ガイドライン｣

　　　　　　 「明細書及び図面の補正の運用指針｣

　　　　　　 「実用新案登録の基礎的要件の運用指針｣

　　　　　　 「実用新案技術評価書の作成ガイドライン｣

1994年12月 「第Ⅱ部第4章　特許法第39条｣の改訂

「第Ⅴ部第1章　出願の分割｣の改訂

1995年5月 「特許法第36条の改正に伴う審査の運用指針」の公表

　　　　　　 「外国語書面出願に係る審査の運用指針」の公表

1997年2月 「産業上利用することができる発明」の審査の運用指針の公表

　　　　　　 「コンピュータ･ソフトウエア関連発明」及び「生物関連発明」の審査の運用指針の公表

1997年3月 「塩基配列又はアミノ酸列を含む明細書等の作成のためのガイドライン」の改訂

1999年10月 「遺伝子関連発明の審査の運用に関する事例集」の公表

2000年12月 従来の審査基準と運用指針等を整理・統合

「第Ⅱ部第2章　新規性・進歩性」の改訂

「第Ⅰ部第1章　明細書の記載要件」の明確化

　　　　　　 「第Ⅶ部第1章　コンピュータ・ソフトウエア関連発明の審査基準」を改訂

　　　　　　 「第Ⅵ部　特許権の存続期間の延長」の改訂

2001年 6月 「第Ⅰ部第1章　明細書の記載要件」の事例集の追加

2001年 8月 「第Ⅶ部第2章　生物関連発明」に遺伝子関連発明の審査の運用に関する事例集等を追加

2002年 7月 「塩基配列又はアミノ酸配列を含む明細書等の作成のためのガイドライン」の公表について

　　　　　　 「第Ⅰ部第3章　先行技術文献情報開示要件」の追加

2003年 3月 「第Ⅶ部第2章　生物関連発明」に立体構造関連発明事例集の追加

2003年 8月 「第Ⅱ部第1章　産業上利用することができる発明」の改訂

2003年10月 「第Ⅲ部　明細書、特許請求の範囲又は図面の補正(新規事項)」の改訂

　　　　　　 「第Ⅰ部第1章　明細書及び特許請求の範囲の記載要件」の改訂

2003年12月 「第Ⅰ部第2章　発明の単一性の要件」の改訂

　　　　　　 「第Ⅱ部第2章　新規性・進歩性」の刊行物に記載された発明の認定に関する審査基準の変更

2004年 7月 「第Ⅳ部　優先権」の作成

　　　　　　 「第Ⅹ部第1章　実用新案技術評価書の作成」の改訂

2004年 9月 「第Ⅸ部　審査の進め方」の改訂

2005年 1月 「第Ⅶ部第2章　生物関連発明」の審査基準のアップデート

2005年 3月
「第Ⅴ部第2章　出願の変更」及び「第Ⅴ部第3章　実用新案登録に基づく特許出願」の作成、
並びに実用新案関連の基準改訂

2005年 4月 「第Ⅱ部第1章　産業上利用することができる発明」の改訂

　　　　　　 「第Ⅶ部第3章　医薬発明」の作成

2006年 6月 「第Ⅱ部第2章　新規性・進歩性」の改訂

2007年 3月 「第Ⅴ部第1章第1節　出願の分割の要件」の改訂

　　　　　　 「第Ⅴ部第1章第2節　第50条の2の通知」の作成

　　　　　　 「第Ⅰ部第2章　発明の単一性の要件（及び追加分の事例）」の改訂

　　　　　　 「第Ⅲ部第2節　発明の特別な技術的特徴を変更する補正」の作成

　　　　　　 「第Ⅷ部　外国語書面出願」の改訂

　　　　　　 「第Ⅸ部　審査の進め方」の改訂  
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2008年 12月 共通出願様式への移行に伴う審査基準の訂正

2009年 1月 「第Ⅶ部第2章　生物関連発明」に微生物等の寄託の要否に関する事例集の追加

2009年 3月 2008年特許法改正に伴う審査基準の訂正

2009年 10月 「第Ⅱ部第1章　産業上利用することができる発明」及び「第Ⅶ部第3章　医薬発明」の改訂

2009年 12月 「塩基配列又はアミノ酸配列を含む明細書等の作成のためのガイドライン」の改訂  
 

1998年12月 「平成10年改正意匠法　意匠審査の運用基準」

1999年12月 「平成11年改正意匠法　意匠審査の運用基準」

2002年1月
既存の「意匠審査基準」、「平成10年改正意匠法　意匠審査の運用基準」、
「平成11年改正意匠法　意匠審査の運用基準」に基づく「意匠審査基準」の再編集

2004年1月 「意匠登録出願の願書及び図面の記載に関するガイドライン」

2007年4月 第2部第2章　「意匠の類否判断」

2007年4月 第2部第4章　「先願意匠の一部と同一又は類似の後願意匠の保護除外」

2007年4月 第3部　「新規性喪失の例外」

2007年4月 第6部　「先願」

2007年4月 第7部第1章　「部分意匠」

2007年4月 第7部第3章　「関連意匠」

2007年4月 第7部第4章　「意匠法第2条第2項に規定する画像を含む意匠」

2007年6月
「画像を含む意匠の願書及び図面の表し方」
（「意匠登録出願の願書及び図面の記載に関するガイドライン」追補版）

2007年10月 「面接ガイドライン【意匠審査編】」（平成19年11月1日施行版）

2008年3月 「意匠登録出願の願書及び図面等の記載の手引き」

2008年10月 第7部第4章　「意匠法第2条第2項に規定する画像を含む意匠」

2008年10月 第10部　「パリ条約による優先権等の主張の手続」

2009年3月 「画像登録事例集」

2009年7月 第8部第2章　「補正の却下」

2009年7月 第9部第2章　「出願の変更」

2009年7月 第9部第2章　「補正後の意匠についての新出願」  
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（3）商標

1995年6月 商標法第４条第１項第１７号に関する審査基準の追加
1997年3月 標準文字制度の採用に伴う改正

立体商標制度の採用に伴う改正
団体商標制度の明文化に伴う改正
指定商品の書換登録制度の採用に伴う改正
願書への「出願人の業務」記載の廃止に伴う改正
連合商標制度の廃止に伴う改正
付与後異議申立制度の採用に伴う改正
更新登録出願時における実体審査の廃止に伴う改正

1998年7月 不明確な指定商品又は指定役務に係る審査基準の改正
1999年6月 周知・著名商標の保護等に関する審査基準の改正
2000年3月 マドリッド協定議定書加入に伴う改正
2004年9月 商標法第４条第１項第４号の改正に伴い、同号に規定する標章及び名称を明示

2005年12月 地域団体商標制度導入に伴う改正
2006年12月 小売等役務に関する審査基準の追加

不使用商標対策としての商標法第３条第1項柱書の運用改善に伴う改正
引用商標権者による取引の実情の説明書等の商標法第４条第１項第１１号に関する審
査への反映に伴う改正
商標法第７条の２（地域団体商標）の審査基準の明確化
団体商標について、主体要件を満たす団体を例示
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